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１．本助成事業の仕組み 
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本助成事業の概要① 

• 次世代の産業を牽引する実用化を見据えた革新的
な大型の製品・技術開発を支援します。 

 

• 対象となる製品・技術開発 

① 開発支援テーマに適合 

② 社外の知見やノウハウを活用 

③ 申請者自身が製品・技術開発を実施 
※ 企画やアッセンブリしか行わないものは対象外 
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開発支援テーマ 

① 防災・減災・災害予防 

② インフラメンテナンス 

③ 安全・安心の確保 

④ スポーツ振興・障害者スポーツ 

⑤ 子育て・高齢者・障害者等の支援 

⑥ 医療・健康 

⑦ 環境・エネルギー 

⑧ 国際的な観光・金融都市の実現 

⑨ 交通・物流・サプライチェーン 
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社外の知見・ノウハウの活用 

• 他企業・大学・公設試験研究機関等の知見や技術ノ
ウハウを活用が必須 

– 共同研究に限らず、委託・外注作業等でも要件を満たしま
す。 

– 申請は1者のみで可能。 
• コンソーシアム等を組む必要はありません。 

• 複数者で共同申請することも可能ですが、共同申請者間の取引
は助成対象になりません。 
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本助成事業の概要② 

• 助成対象とならない場合の例（募集要項 P.2） 

– 開発以外の経費の助成を目的としているもの 

– 生産・量産用の機械設備の導入等、設備投資を目的とし
ているもの 

– 研究開発の主要な部分が申請者による開発ではないもの 
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本助成事業の対象 

• 開発支援テーマに合う製品・技術開発 

– 開発の目的や効用がテーマに合致していると考えられる内
容であれば、基本的に対象です。 

– １つ１つの個別案件が対象であるか否かは、審査の対象
項目（イノベーションマップとの適合性）であるため、回答で
きません。 
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本助成事業の概要③ 

項目 内容 

助成率 ２／３ 

助成限度額 
8,000万円 

（下限額1,500万円） 

助成対象期間 
最長３年間 

（2019年１月１日から 
最長2021年12月31日まで） 
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本助成事業の概要④ 

項目 内容 

助成対象経費 

• 原材料・副資材費 
• 機械装置・工具器具費 
• 委託・外注費 
• 専門家指導費 
• 規格等認証・登録費 
• 直接人件費 
• 産業財産権出願・導入費 
• 展示会等参加費 
• 広告費 
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本助成事業の概要⑤ 

企画 
基礎研究 

製品開発 実証試験 販路開拓 実用化 

本助成事業の範囲 
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本助成事業の概要⑥ 

項目 内容 

予算規模 ９億６千万円 

昨年度の採択件数 15件 

昨年度の採択倍率 約７倍 
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開発支援テーマ別採択者の推移 
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各種医療機器とその部品・部材 

介護・福祉機器 

安全に資する技術・製品 

障害者スポーツ 

スポーツ・健康増進 
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助成金交付までの流れ 
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申請要件① 

15 

申請区分 申請対象者 

中小企業者 会社及び個人事業者 

中小企業団体等 
組合等 
※NPO、社団・財団は申請不可 

複数の企業で構成される 
中小企業グループ 

※会社及び個人事業者による 
共同申請 

 東京都内での創業を 
具体的に計画している者  

創業予定者の個人 
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申請要件② 

区分 申請要件 

中小企業者等 
東京都内に主たる事業所を有し、
引き続き1年以上都内にある 
（１年以上都税を納税している） 

未決算企業等 
１年以内に東京都内で創業し、そ
れ以降、引き続いて都内にある 

創業予定者 東京都内で創業を予定している 
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申請要件③ 

• 他社から出資を受けている企業でも申請可 

– 他社からの出資を受けているベンチャー企業や 
みなし大企業も申請資格があります。 

 

• 業種等の要件はなし 

– 製造設備を持たない企業も申請可能です。 
※仕様策定や設計、納品物の検品等の開発の主要部分を自社内で

実施できることが条件です。 
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同一テーマでの併願申請 

※ 助成事業に複数採択された場合は、いずれかを選択していただきます。 

※ 申請書の「４．補助金・助成金の申請状況」に、同一テーマで併願申請する

ものも記載してください。 

補助・助成事業の種類 併願申請 

他機関（国・自治体等）の補助・助成事業 〇 

公社の他の助成事業 × 
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申請内容 

• 新規開発・改良のどちらでも申請可能 

– 既に開発を実施している場合は、助成事業を始める前に
一区切りついている状態であること。 
• 助成事業としての開発及び経費対象の開始時期が明確である 

 

• １申請１開発 

– １つの申請で複数の開発をすることはできません。 

– 例：「Aの開発」というテーマのもと、「B」と「C」という別のも
のを製作することは不可。 
• BをベースにCの開発はOK 
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開発実施場所 

• 開発の主要な部分を実施する場所の設定が必要 

– 申請者の事業所であること（連携先等は不可）。 

– 原則として東京都内であること。 
• 首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県、 

栃木県、群馬県、山梨県）であれば申請可 

– 検査時に購入物品・成果物等を確認可能であること。 
• 機械装置や試作金型等の購入物で確認できないものは 

助成対象外 
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助成対象経費① 

• 原材料・副資材費 
– 最終成果物の一部となるもの 
– 組み込まれる機械なども含まれる 
– テストマーケティングの無償貸与品の原材料も申請可 

 
• 機械装置・工具器具費 

– 最終成果物を製作する際に使用するもの 
– 試作金型や計測機械などに加え、ソフトウェア開発におけ

るサーバー代やソフトウェアなども含まれる 
– １件100万円以上の場合は見積書が必要 
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助成対象経費② 

• 委託・外注費 
– 自社で直接実施できない研究開発・製造、共同研究 

– オフショア開発始めとした海外とのやり取りもOK 

– １件100万円以上の場合は見積書が必要 

 

• 専門家指導費 
– 本研究開発に関する技術指導が対象 

– １件100万円以上の場合は見積書が必要 
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助成対象経費③ 

• 規格等認証・登録費 
– 申請手数料に加え、取得のためのコンサル費用も対象 

– 規格等は達成目標への記載が必要 
• 期間内に認証取得・登録まで至る必要がある 

– １件100万円以上の場合は見積書が必要 

 

• 直接人件費 
– 研究開発に直接従事した役員・社員及び統括管理者の人件費 

– 総額で１年につき500万円まで申請可 

（例：１期が２年なら1,000万円、１年半なら750万円まで） 

– 単価は募集要項P.18の単価表記載のものを使用 
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助成対象経費④：直接人件費Ⅰ 

• 研究開発に直接従事した時間が対象 

 

• 対象外の業務 

– 資料収集、打合せ、在庫管理、専門家指導の受講等 

– 助成対象事業以外の通常業務 
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助成対象経費⑤：直接人件費Ⅱ 

• 統括管理者 

– 公社との窓口として開発の進捗や必要書類を管理 

– 直接人件費の対象 

– 申請者の役員または社員から１名 

– 助成対象となる業務 
• 事業実施に係る経理関係書類の取りまとめ 

• 進捗状況管理に伴う公社との打合せ 

– 申請しなくても設置は必須 
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助成対象経費⑥：直接人件費Ⅲ 

• 給与の支給は振込払いが原則 

 

• 就業規則の提出が必要 

– 賃金規定が別途ある場合は、同規定も提出 

– 未作成の場合は、採択後すみやかに作成してください 
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助成対象経費⑦ 

• 産業財産権出願・導入費 
– 本事業で開発したものに関するもののみ対象 

 

• 展示会等参加費 
– 本事業で開発したものを出展する場合に対象 
 

• 広告費 
– 本事業で開発したものの広報に関するもののみ対象 
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審査 

• 審査 

– 申請いただく内容が多岐に渡るため、大学や試験研究機
関等の専門家が審査を実施 

 

• 審査の視点 

– イノベーションマップとの適合性 

– 技術的要素 
• 新規性、優秀性、市場性、目標の実現性、計画の妥当性 

– 経営の健全性 
• 財務内容、事業予算 

 
28 © 2018 Tokyo SME Support Center 



採択後の流れ 
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検査 

• 検査では次の項目を確認 

① 開発が申請時に設定した達成目標に到達しているか 

② 経費支出が適切であるか 

 

• 期の期間が長い場合は、期中に中間検査を実施す
ることがあります。 
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情報公開 

• 本助成事業で提出された情報は当該事業の事務連
絡や運営管理・統計分析のみに使用されます。 

– 採択された場合は、企業名・研究開発テーマを公表します。 

– 共同研究や開発の連携先の情報は公表されません。 

– 事業終了後に成果事例として公表する場合は、事前に確
認のご連絡をさせていただきます。 
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２．本助成事業の特徴 
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本助成事業の特徴① 

• 大型の製品開発をサポート 

– 最長３年間の開発にかかった経費の2/3を、 
8,000万円を限度に助成されます。 
（申請下限額1,500万円） 

 

• 幅広い経費が助成対象 

– 原材料費、機械装置費、委託・外注費、直接人件費など
の開発に係わる経費から、展示会等参加費や広告費など
の販路開拓に係る費用まで対象としています。 
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本助成事業の特徴② 

• 事業終了以前に助成金を交付 

– 一般的な助成金は事業完了後に助成金が交付されます
が、本助成金では、助成対象期間を複数の「期」に分ける
ことで、期ごとに助成金が交付されます。 

 （期の設定には一定の条件があります。） 

 

• テストマーケティングが可能 

– 開発のフィードバックを得ることを目的として、特定の者に
対する試作物の有償・無償による貸与・提供が可能です。 
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本助成事業の特徴③ 

• 採択後の支援 

– 必要な手続き等をご案内 
• 公社担当者が定期的に採択者を訪問して状況を伺い、計画変更

等の助成事業上必要な手続きがあると判明した場合に、その手続
きを適宜ご案内します。 

– 各種書類作成をサポート 
• 助成金の交付を受けられるよう、報告書の作成や帳票類のまとめ

方等のサポートを行います。 
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期の設定① 

• 期を設定すると、期ごとに助成金の交付を受けるこ
とができる 
– 交付を受けるには、期ごとに達成目標の設定や資金計画

の作成をし、期が終わるたびにその確認（検査）が必要 

 

• 期を設定するには、開発ステージが複数に渡り、その
境界が明確になっていること 
– ステージごとに期間が区切れます（＝期を設けられます） 

 

• 各期の期間は原則１年以上であること 
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期の設定②：イメージ 
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事業期間（３年間） 

１期（１年半） ２期（１年半） 

部品Bの開発 部品Cの開発 

製品A（部品B＋部品C）の開発 

検査・交付 検査・交付 



期の設定③：注意点Ⅰ 

• 支払いは期ごとに完結 

– 各期中に、契約・納品・支払いが完了が必要。 

 

• 複数の期にまたがる支払いの場合 

– 支払済みでも成果物の納品あるまで対象外。 
• 助成金では、支払いに対応する成果の確認が必須 

– 期ごとに経費の交付を希望する場合は、次の内容を毎期
分契約書に記載する必要があります。 
• 契約内容（仕様・研究テーマ等）、費用の内訳、成果物、履行期

間・納入期日、支払期日 
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期の設定④：注意点Ⅱ 

• 期及び期間の変更 

– 期及び期間の延長 
• 研究開発全体の期間が３年を超えない範囲で可能 

• 事前の変更申請が必要 

– 期の統合 
• 複数の期をまとめて１つの期にすることが可能 

• 統合前の各期の達成目標は、統合した期の期末までに全て達成
する必要がある 

• 助成金の交付は統合した期の完了後 

• 事前の変更申請が必要 

※期の分割は不可 
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期の設定⑤：注意点Ⅲ 

• 事業の中止（廃止） 

– 事業を中止（廃止）した場合は、それまでに交付を受けた
助成金の全部又は一部を返還していただくことがあります。 

© 2018 Tokyo SME Support Center 40 



テストマーケティング 

• 想定顧客からのフィードバックを研究開発に活かす
目的での助成対象期間内における有償・無償による
試作品の貸与・提供 

– 無償貸与品の原材料は助成対象 

– 数量・対象を限定したもの 
• 不特定多数への一般販売は不可 

– 事前届出制 
• 無届出での貸与・提供は、販売行為として助成事業が取消しにな

る可能性があります 
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３．申請書作成のポイント 
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本セクションの内容① 

• スライド45「おススメの申請書作成の流れ」 

– 作成しやすい流れの一例を記載しています。 

– 作成は、この順序どおりでなくても問題ございません。 

– 記載されている番号は申請書の項目の番号です。 

 

• スライド46～59 

– 募集要項P.21～「補依嘱足４ 申請書作成のポイント」の
追加解説資料ですので、合わせてご確認ください。 

– 各スライドの左上及び右上のページ番号は募集要項の
ページ番号です。 
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本セクションの内容② 

• スライド60～66 

– 提出物を準備する際に気をつけていただきたい項目につ
いて解説しております。 
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おススメの申請書作成の流れ 
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研究開発の概要 
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P.26 

申請する製品・技術開発の
テーマを記入 

他の項目の内容が自動反映
されるため入力できません 



研究開発の技術的特徴 
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P.29 

申請した研究開発における 

技術的な新規性・優秀性を 

それぞれ1つ以上記入 

 

※ 完成品が提供する 

「サービスの新規性・優秀
性」ではありません 



期と期間の設定 
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P.37 

各期の終了年月日を記入 

※ 開始年月、期の長さは
自動計算されます。 

設定する期の数を記入 



研究開発の達成目標① 
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P.29 P.30 

技術的特徴について、設定した期の数だけ 
各期の開発のゴールとなる達成目標を設定 

達成目標は、 
毎期1個以上設定 



研究開発の達成目標② 

• 達成目標は全て達成される
ことが助成金交付の要件 

• 達成目標は変更不可 

• 規格等認証・登録費を計上
した場合は、関連した技術
的特徴の機能目標欄に、規
格等の認証・登録を追記 
 

※１つの期において、規格等
認証・登録しか達成目標が
無いものは不可 
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P.30 

達成目標は以下の３点を記入 
 ①開発内容 
 ②機能目標と数値目標 
 ③達成を証明する書類 



達成目標の設定根拠 
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P.30 P.31 

設定した全ての達成目標について、
その設定根拠を記入 
 ①目標の適切性 
 ②数値の根拠 



達成目標と実現性 
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P.29 P.33 

各技術的特徴について、 
開発上の技術的課題と 
想定する解決方法を記入 過去の実績・経験・組織等、 

研究開発を成し遂げられる 
体制があることを説明 



スケジュール① 
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P.35 

開発の流れと 

その詳細を記入 



資金支出明細 
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P.38 

購入する数量の内、 

無償貸与用試作品の 

原材料相当分を記入 

※ない場合は０を記入 

費用を支出する 

期の番号を記入 

複数の期に渡る費用は、
期ごとに分割して記入 



資金支出明細と計画書 
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P.39 P.40 

該当する費用の番号を記入 

計画書は、支払先等が同一であっても 

費用番号が異なれば別途作成 



直接人件費 
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P.44 P.37 

各期ごとの 

助成対象経費 

を集計 

設定した各期の長さから 

各期の助成対象経費 

（１年につき７５０万円） 

の上限額を算出 

各期の助成対象経費の合計額と 
各期の助成対象経費の上限額の 

低い額が助成対象経費となる 



資金計画 
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P.36 

助成金交付申請額の合計額が 

８，０００万円を超える場合は、 

８，０００万円以下になるよう 

各期の助成金交付申請額を減額調整 

経費区分内訳の 

助成事業に要する経費の合計額と 

同額になるよう資金調達先を記入 

P.37 



主たる連携先の費用番号 
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P.27 P.41 

委託・外注費に計上されている 
主たる連携先の費用番号を記入 



スケジュール② 
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P.35 P.38～46 

各工程において支出する 

人件費以外の全て費用番号を記入 

直接人件費を計上している全員について、 
予定作業時間の内訳を記入 



主な提出物① 

• 必須提出書類 

– 申請前確認書（様式はダウンロード） 

– 申請書（正１部、写３部、様式はダウンロード） 

– 確定申告書（２期分×２部） 

– 登記簿謄本 

– 社歴書 

– 納税証明書 

– 長形３号の封筒（３通） 
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主な提出物② 

• 状況により提出する書類 

– 補足説明資料（４部） 
• 申請書で記載しきれないものがある場合に提出 

• A4用紙30枚以内 

– 特許公報類（４部） 

– 見積書の写し（２社分以上） 

– 共同申請構成表（正１部、写３部） 
• 共同申請の場合のみ 

※詳細は募集要項P.20を確認 
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特許公報類 
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P.34 

ここに本事業に必要な産業財産権があると記載した場合は、 
その産業財産権に関する特許公報類の写しを提出 



見積書① 

• 機械装置・工具器具費、委託・外注費、専門家指導
費、規格等認証・登録費について、１件あたり100万
円（税抜）以上のものを費用計上する場合は、２社分
の見積書の提出が必要 

– 機械装置・工具器具費の「1件あたり100万円」には、本体
及びその動作に必要な一式を含めます。 
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見積書② 

• 詳細が定まっていない場合は、現時点で予定してい
る仕様の見積書を提出 

– 金額・仕様が未定の場合は、経費として計上できません。 

 

• ２社分の見積書の提出が困難な理由として以下のも
のは認められません 

×付き合いのある１社以外に見積情報を公開したくない 

×他社にも同等品があるが、（合理的な理由なく）特定の１
社のもの以外を購入したくない 
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提出物の注意点① 

• 申請書は規定様式をパソコンで作製 

– 独自様式及び手書きは不可 

 

• 確定申告を電子申告している場合は、受信通知であ
る「メール詳細」を印刷したものの提出が必須 

 

• 登記簿謄本 

– 履歴事項全部証明書を提出してください。 

– 履歴事項一部証明書は不可です。 
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提出物の注意点② 

• 事業税等の納税証明書 

– 都税事務所発行の「法人事業税」及び「法人都民税」の納
税証明書を提出してください。 

– 国税とは異なります。 

 

• 長形３号の封筒 

– 申請者の住所、会社名、部署名、担当者名を記載してく
ださい。 

– 審査結果通知書等を封入し、簡易書留で送付しますので、
切手を貼付しないでください。 
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提出前の書類確認 

• 書類の不足や不備による再提出が頻発 

– 申請書類が完成したら、申請書類提出前チェックリストで

の確認をおすすめします。 

 

• リストのダウンロード 

– http://www.tokyo-

kosha.or.jp/support/josei/jigyo/innovation.html 
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本資料に関する問い合わせ先 
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部署 （公財）東京都中小企業振興公社 企画管理部 助成課 

TEL 03-3251-7894・5 （ 営業時間 9:00～17:00 ） 

E-mail josei@tokyo-kosha.or.jp 

WEB 
http://www.tokyo-
kosha.or.jp/support/josei/jigyo/innovation.html 


